
・原因調査
・事故動向等解析
・専門委員会
・調査結果DB

介護機器の安全利用の推進（事故及びヒヤリハット情報の収集・提供）

（
非
重
大
事
故
）

介護機器の安全利用に関する整理・報告・発信について

消費生活用製品安全法（消安法）

製造（輸入）事業者

サプライチェーン

分析・公表
※製品起因疑いのもの

製品評価技術基盤機構
（NITE）

経済産業省

製品事故

利用上の事故
消費者安全法（安全法）

※介護保険法

公表・注意喚起
（重大製品事故）

消費者安全調査委員会

（重大事故）

※令和３年３月より
事務連絡（高齢者支援課）の発出

〇消費者庁が公表する重大事故情
報のうち福祉用具に該当するもの
都道府県及び指定都市、中核市へ
情報提供し、管内の市町村及び貸与
事業者等へ周知のお願い
〇その他、福祉用具の安全に関する
情報発信、注意喚起

利用者・家族

開発・供給事業者

利用する人
（必要とする人）

介護サービス
事業所等

地方公共団体
消費生活センター、警察、消防等

消費者庁

※事業者への改善・指導、
 行政施策に反映

   （基準改正等）

消
費
者
（
事
故
発
生
）

厚生労働省

福祉用具の重大事故情報に係る
情報提供

介護サービス事業所

障害サービス事業所

関係団体・公共機関

※生命・身体事故等の発生・拡大
の防止及び被害の軽減

（注意喚起）

・消費者への注意喚起
・関係省庁への措置要求
・事業者に対する勧告・命令 等

都
道
府
県
等 （情報提供）

福祉用具の重大事故情報

※介護保険法：指定居宅サービス等の事
業の人員、設備及び運営に関する基準

（最新受付情報の公開）

テクノエイド協会

第三者委員会において、調査の結果、製品に起因して発生した事故かどう
かについて審議している（経済産業省と消費者庁）

※製品に起因しない事故
ヒヤリ・ハット情報の提供

平成２３年度・老健事業において、NITEの公表
情報及び、高齢者介護に携わっている人を対象に
行ったアンケート調査の結果を基に、事例情報と
して加工したもの
平成２６年度～令和４年度は研修を通じて、また
令和4年度については、福祉用具・介護ロボット
実用化支援事業の一環として情報収集し、要因分
析、事例の作成、現在、３９７事例を提供

（
情
報
提
供
）

検討委員会
関係機関等の連携、情報の収集、情報の共有
安全利用のネットワーク構築

要因の分析、加工、事例の作成、発信 等

（
情
報
収
集
・
共
有
）

（
情
報
提
供
）

（公表情報）（公表情報）

事例検討部会

標準
様式等

保険者

（情報共有）

・注意喚起のための冊子等の発行
・インターネット等による情報提供
・セミナー等の開催
・Press release 等

※居宅サービス運営基準第37
条に基づく事故発生時の対応

市町村等への連絡義務

日本福祉用具供給協会

（様式例（老健事業・成果））

① ②

③

④ ⑤
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